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上智大研究不正調査委員会の主題と人選に関する異議申立書

＊ 9月 4日付け学長名による通知の求めに応じて 9月 11日に学術情報局研究推進

センターに提出した異議申立書。ただし、委員名は、Ａ，Ｂ、Ｃなどと匿名化した。

3回に分けて連載する。（藤岡信勝記）

２０１９年（令和元年）９月１１日

上智大学

学長 嘩道 佳明 殿

藤岡 信勝

〒 112-0005東京都文京区水道 2丁目 6-3

新しい歴史教科書をつくる会気付け

異 議 申 立 書

（１）9 月 4 日午前、貴職から「研究活動上の不正行為に係る調査について（調査の実

施及び調査委員会委員の通知）」と題する文書を落手いたしました。私は、「上智大学に

おける研究活動上の不正行為に係る調査の手続きに関する内規」（以下、「内規」と言う）

第 15条第 2項に基づき、「調査委員会委員に関する異議」を申し立てます。

しかし、調査の内容（主題）に関しても重大な異議がありますので、併せて申し述べま

す。その理由は、調査の内容（主題）と調査委員会の委員に対する疑義が密接・不可分に

関係しているからです。そこで、話の順序として、調査の内容（主題）に関する問題から

先に述べることといたします。

（２）私は、上智大学を舞台にして、学術研究の名を騙って行われた一連の不正行為に

よって、自身の社会的名誉と信用を毀損される被害を受け、その被害は今現在も継続・拡

大しております。事件の概要は、上智大学の大学院生の学術研究に私たちが研究対象者と

して協力したところ、その研究資料（インタビュー映像）を、私を一方的に攻撃し侮辱す

る内容の商業映画の作成に無断で利用され、全国で一般公開されているというものです。

その研究手続きは、研究協力者への権利侵害を未然に防ぐために大学が定めている研究

着手条件に一切従わず、また、実際にも、必要な措置を全く履行しない形で実施されまし

た。この研究上の不正行為によって、私は被害を未然に防ぐ機会を奪われました。

しかし、この不正行為は、単に貴学の元大学院生の暴走によって起こったというもので

はありません。その不正行為において、主たる実行犯である大学院生を指導する立場にあ

った指導教授自らが、着手段階から一貫してこの計画を企画・推進していた、いわば「共

同正犯」であることが明らかになっているのです。
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ですから、私たちの告発は、当然ながら元大学院生・出崎幹根のみならず、担当指導教

授であった中野晃一氏をも対象としているのです。このことは、私が執筆し、市販雑誌に

掲載された二つの文章のタイトル、すなわち、「慰安婦ドキュメント『主戦場』 デザキ

監督の詐欺的手口」（『月刊 Hanada』2019 年 8 月号）と「『主戦場』指導教官中野晃一上

智大学教授の責任」（『同誌』2019 年 9 月号）からも明らかです。これらの文章は、貴学

の側でも十分に承知されているはずです。

（３）私は、このように、この問題を社会一般に向けて発言しているだけでなく、貴学

に対しても直接告発し、問題を提起して参りました。まず、４月２７日、私は同じ被害者

の藤木俊一、山本優美子とともに３名の連名で、不正行為が行われた上智大学大学院グロ

ーバル・スタディーズ研究科の委員長あてに、問題の発生した経緯を説明するとともに、

インタビューに訪れた３名の元大学院生と指導教授に関する質問状を送りました。ところ

が、委員長からはこれに対し、本人の文書による許可がなければ答えられないとの返信が

送られてきました。これは、被害者が、加害者の所属機関に被害を訴えているのに、加害

者の同意がなければ、機関として対応しないということです。あまりに不可解ゆえに、私

たちは再度、念を押して質問しましたが、同じ返答が返ってきました。以上が第一段階で

す。

そこで、6 月 21 日、私は上智大学の卒業生である山本優美子の協力のもとに、研究倫

理上問題のある事案の告発窓口として「研究倫理に関するガイドライン」で定めている監

査室に電話をし、窓口担当者に３０分ほど説明をしました。そして、貴学の責任者の立場

にある学長または研究倫理担当の副学長に説明するためのアポを求めました。その趣旨は、

事態が悪化する前にこの件について、学問の府である大学にふさわしい主体的な判断によ

るけじめをつけてもらうことを期待したからです。

ところが、これに対する当方への返事は、学長・副学長との連絡がつかない、連絡はつ

いたが検討中である、面会するかどうかも検討中だ、いつまでに結論を出すかは答えられ

ないなどの全く誠意を疑われる対応に終始するものでした。なお、この時点までには、４

月１９日の参議院議員会館における中野晃一教授の講演で、同教授が出崎の担当教授であ

ることを自ら名乗り出ていました。以上が第二段階です。

（４）上智大学当局において、事態の深刻さを理解する様子が全く見られないために、

私たちは、やむなく、８月２９日、内容証明郵便にて「通告書」を上智学院理事長並びに

上智大学学長宛てに代理人経由で送付しました。これが第三段階で、この内容証明郵便に

よる「通告書」の送付は、上記の第一段階と、第二段階の貴学の対応の結果として生じた

もので、事態は一貫した一連の流れの中にあるものです。

従って、調査委員会は、その検討課題として、「通告書」の中で触れている研究不正に

ついて遺漏なく検証することが義務づけられています。また、調査委員会の人的構成も、

「通告書」において告発している内容を踏まえて構成されなければなりません。

もしも、本調査委員会と「通告書」に直接の因果関係がないと主張されるのであれば、

貴学は６月２１日の告発電話の続きとして当方の事情聴取から始めなければならないはず

です。私たちに告発の趣旨を説明させ、文書その他の証拠を受領する必要があります。「通
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告書」を調査委員会でとりあげないのであれば、私たちの告発のステートメントは完結し

ておらず、何を検討課題としてどのような人選をすべきなのかの起点が存在しなくなるか

らです。

（５）次に、以上を踏まえた上で、９月４日に送られてきた文書が求める、委員の人選

に関する異議申立を行います。しかし、具体的な内容に入る前に、まず一般的に、この種

の調査委員会の人選に関する原則を検討しておきます。

今回のようなケースの場合、調査委員となるべき人物は、次の条件を満たすべきです。

（a）本件卒業制作に主題として扱われているテーマに関連する言論や運動に関わって

いない者でなければなりません。それは、判断の中立性を確保し人脈的繋がりを避けるた

めです。

（ｂ）外部有識者については、上智大学に在籍していた経歴のない人物であるべきです。

（ｃ）研究者については、現役の研究者であることが必要です。本委員会の中立性は、

委員が自身の職業的信用を賭けて判断を下す点によってのみ担保されうるものといえま

す。証拠を無視したり、必要な検討を懈怠して判断を導いた場合、本人の学術的信用が打

撃を受けるという重みがなければ、どのような恣意的な結論も導いてしまうことが可能で

す。従って、研究者として現役を退いた者は不適格である、ということになります。

（６）９月４日に着信した文書によれば、今回の調査委員会委員（候補）の名簿は次の

通りです。

① Ａ（本学教員 外国語学部ドイツ語学科）

② Ｂ（本学職員 学長付）

③ Ｃ（外部有識者）

④ Ｄ（外部有識者（弁護士 卓照綜合法律事務所））

⑤ Ｅ（外部有識者（弁護士 卓照綜合法律事務所））

（７）まず、①のＡ氏は、外国語学部ドイツ語学科の教授で、選出根拠は、内規第１１

条第４項の（1）に、「研究活動上の不正行為が疑われる被告発者の所属組織（学部又は

研究科等）以外の教員 1名」とあることによるもので、被告発者の所属組織（大学院グロ

ーバル・スタディーズ研究科）とは異なる、外国語学部ドイツ語学科に所属していますか

ら、形式的にはこの内規の規定に合致しているように見えます。

しかし、そもそも、内規第 11条第 4項には、「調査委員会の委員は、告発者及び被告発

者と直接の利害関係を有しない者で、学長が指名する次の各号に掲げる者とする」という

規定があって、その原則の一つの適用例として、（1）の同一の研究組織からの選出を避

けるという規定があるものと解されます。

そこで、この原則に基づいて検討してみると、Ａ教授は中野晃一教授とは所属こそ異な

るものの、両者は研究上密接な間柄にあることがわかります。例えば、Ａ教授は、「ソフ

ィア・コミュニティ・カレッジ」の 2016 年度秋期教養・実務講座「18 歳からのメディア

・リテラシー」のコーディネーターを務めていますが、10 回の講座の中で基調講演の位
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置を占めると考えられる第 1回の講師として中野晃一教授を据えています。

しかも、10 人の中には、荻上チキ（評論家）と堀潤（ジャーナリスト・元 NHKアナウ

ンサー）の両氏が含まれています。両氏は、4 月 20 日に「主戦場」の一般映画館での上

映が始まった直後の 4 月 24 日と 25 日に、それぞれ、TBS ラジオと J-WAVE の番組に出

演し、出崎を招いて彼の商業映画のプロモーション番組の司会役を務めていた人たちです。

すなわち、学術研究ではなく同一の方向性の運動に熱心に取り組んでいる、いわば運動上

の仲間であり、中野教授につらなる運動上の人脈の中にいる人です。

従って、Ａ教授は決して中立的な第三者ではなく、中野教授と共通の利害関係をもつ、

深いつながりのある人物であり、今回の件について公平な判断を期待することはできない

と言わざるを得ません。すなわち、上記（a）の原則に反します。しかも、同教授は学内

から選ばれた唯一の教授職の方であるため、内規の規定によって自動的に調査委員会の委

員長に就任することになります。

従って、私はＡ教授について委員として忌避いたします。800 人もいる上智大学の教授

の中から、形式的にも実質的にも中野教授の人脈に属さない人を選ぶのは容易なことと想

定されます。よりによって、中野教授と人脈的につながる人物は避けるのが常識ではない

でしょうか。

（８）次に、②のＢ氏は、学長付の職員ということで、特に異議をはさむ理由はありま

せん。

（９）③④⑤は、「外部有識者」となっていて、委員５名中３名を占めていますが、こ

れは内規第１１条第３項で「調査委員会の委員の過半数は、上智学院に属さない外部有識

者でなければならない」という規定によるものと理解できます。しかしながら、③のＣ氏

は、肩書きは単に「外部有識者」とのみ表記されていますが、上記の（a）（ｂ）（ｃ）い

ずれの原則からも、調査委員会の委員としては不適格と言わざるを得ません。

第一に、Ｃ氏は、上智大学に在籍（１９９２～２００９）していた現上智大学名誉教授

です。そのうえ、本件被告発者である中野晃一氏（上智大学比較文化学部講師としての着

任が２００２年）と在任期間も重なります。上記（ｂ）の原則に明確に違反し、「外部」

有識者としての客観性を全く欠いております。

第二に、Ｃ氏は、既に現役を退いた名誉教授であり、調査報告でどのような結論を導こ

うと自身の学術的信用が今後のキャリアに影響するリスクがないため、中立性を担保する

資格に欠けると言わざるを得ません。すなわち、上記（ｃ）の原則に反します。

第三に、すでにＡ教授について述べたのと同じ理由で、中野教授と同質の方向性を共有

している方であり、本件研究において扱われたテーマに関連して、私たちを敵対視するよ

うな政治的立場から活発に発言・活動する人物です。

例えば、Ｃ氏は「憲法 9条にノーベル賞を」という運動団体の支援者であり、中野、Ｃ

両氏がこの団体の呼びかけ人になっています。また、「表現の自由を考えよう 市民らが

２５日、茅ヶ崎で学習会」（２０１９年１月２２日付け神奈川新聞ネット記事）のように、

活発な活動を地元でも行っています。このような人選は、上記（a）の原則に反すること

は明瞭で、この段階に至ってさえもなお、厳正中立な観点から事件を解明するのではなく、
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研究上の不正行為の実行者らと通謀し事件を有耶無耶にしようとする意図があるのではな

いかと、疑わざるを得ないものです。

以上の理由から、Ｃ氏についても、忌避させていただきます。

（10）外部有識者のうち、残りの 2名は、いずれも弁護士となっております。しかも、

二人の弁護士は、同一の法律事務所に所属しています。お二人は上智大学の顧問弁護士な

のかもしれません。こういう状況のもとで、公正な調査と審議が期待出来るのか、はなは

だ疑問です。かりに貴学の顧問弁護士でなくても、なぜ同一の弁護士事務所から外部有識

者を任命しなければならないのか、疑念を禁じ得ません。外部有識者には公平な判断をで

きることが外見上も明らかな人物を選ぶべきです。この点、人選枠組みの再考を求めます。

（11）先に述べたとおり、私たちは三つの段階を経て貴学に研究倫理に反する不正行為

を訴え続けてきました。この告発は完全に貴学の研究倫理規定に則したものであるにもか

かわらず、貴学は門前払いをするか、無視するという態度に出ました。最後の段階では、

内容証明郵便にて「通告書」を直接、学長・理事長宛にお送りしたわけです。

すると、そのとたんに調査委委員会の発足が告げられ、人選の原案が届けられる展開と

なりました。4月 27日から数えてまる 4か月、6月の監査室への通報から数えても 2か月

半という長期間にわたって、全く私たちの告発を取り上げようとせず、内容証明郵便を受

け取って初めて当方ににわかに連絡をするとは、問題の認識の欠如と誠意の欠落を疑いま

す。

（12）貴学がそのような行動をとった理由は、いただいた文書の中から垣間見えるもの

です。私あての文書の冒頭には、次のように書かれています。

「標記の件について、2019 年 6 月 21 日及び同月 24 日に貴殿から本学修了生が在学中

の 2017年度に制作した Graduation Project について『上智大学人を対象とする研究に関す

るガイドライン』に基づく審査や手続きを経ておらず、研究活動上の不正行為の疑いがあ

る旨の通報がありました。」

ご覧のとおり、ここには大学院生の指導教授である中野晃一教授の責任が、調査の主題

として全く書かれていません。先に言及したとおり、中野教授は単に出崎の形式上の指導

教授であったのではなく、学術研究の名を騙って承諾書を詐取しようとした行為の共同正

犯であり、しかも私から承諾書のサインを取らなければ研究に着手してはならない、とま

で課して、この詐欺行為を先頭に立って推進していたのです。

貴学学長におかれては、通知を私あてに発信する時点ではすでに内容証明郵便による「通

告書」が手もとには届いていたわけですが、それを無視するかのような対応をしています。

そのことは、この問題を、卒業した大学院生のみの問題として矮小化し、中野教授の責任

を全く不問に付すという態度の表れと断じざるを得ません。だからこそ、よりによって、

中野教授の人脈にあることが明白な人物を委員や委員長に選んで、調査委員会を組織した

という形だけを作って見せた上で、問題なしという結論を出して終わりにする、という狙

いであることは見やすいことです。遺憾なことに、こういうやり方にはそのどこにも、公

正性・中立性・客観性を求める学問共同体のリーダーとしての真摯な態度が感じられませ
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ん。

（13）私たちは二つの異なる告発をしているわけではありません。事件は一つで、不正

行為が疑われる対象者は二人です。6 月時点の告発が主に元大学院生を対象としていたと

いう屁理屈をつけるのであれば、直ちに中野教授に関する告発を監査室に対して行います。

しかし、それは時間とエネルギーのロス以外の何ものでもありません。「通告書」を正面

から検討するのか、あくまで無視するのか、この点に関して明確なご返答をいただきたい

と存じます。

予備知識のない当方には、僅か 7日間で異議申立の判断を迫ったのですから、この異議

申立への返答はそれと同等ないしそれよりも短い期間で回答するように要求します。私た

ちは調査に協力することはやぶさかではありませんが、もし明確に忌避した当方の人選に

関する異議が無視されるなら、可能なあらゆる手段をもってことの真相を明らかにし、上

智大学の責任を追及することになると申し上げておきます。

学長におかれましては、貴学の信用と名誉がかかっていることを十分ご認識いただき、

研究者としての真摯で適切な対応をされるよう強く要請いたします。なお、この文書の写

しを、上智学院理事長にもお届け下さいますようお願いいたします。

（以上）


